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　　　第一章　総則

　（目的）

第一条　この条例は、地球温暖化対策が喫緊の課題であることに鑑み、三重県環境基本条例（平成七年三重県条例第三号）第三条に定める基本理念にのっとり、県、事業者及び県民の責務を明らかにするとともに、地球温暖化対策の推進に関する事項を定めることにより、事業者及び県民の自主的かつ積極的な地球温暖化対策の推進を図ることを目的とする。

　（定義）

第二条　この条例において「地球温暖化対策」とは、温室効果ガスの排出の抑制並びに吸収作用の保全及び強化その他の地球温暖化の防止を図るための取組をいう。

２　前項に規定するもののほか、この条例において使用する用語は、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成十年法律第百十七号）において使用する用語の例による。

（県の責務）

第三条　県は、総合的かつ計画的な地球温暖化対策を推進するものとする。

２　県は、市町、事業者及び県民と協働して地球温暖化対策を推進するよう努めなければならない。

（事業者の責務）

第四条　事業者は、その事業活動における地球温暖化対策を自主的かつ積極的に行うとともに、県が推進する地球温暖化対策に協力するよう努めなければならない。

（県民の責務）

第五条　県民は、その日常生活における地球温暖化対策を自主的かつ積極的に行うとともに、県が推進する地球温暖化対策に協力するよう努めなければならない。

　　　第二章　事業活動における地球温暖化対策

（事業者の地球温暖化対策に関する指針の策定等）

第六条　知事は、事業者がその事業活動における地球温暖化対策を行うために必要な事項に関する指針を定め、これを公表しなければならない。これを変更したときも同様とする。

（地球温暖化対策の目標の設定等）

第七条　事業者は、前条の指針を踏まえ、その事業活動における地球温暖化対策に係る目標及び措置を定め、当該目標を達成するための事業活動の継続的な改善を行うとともに、当該地球温暖化対策を公表するよう努めなければならない。

（地球温暖化対策計画書の作成等）

第八条　温室効果ガスの排出量が相当程度多い工場等であって規則で定めるものを設置する者は、規則で定めるところにより、温室効果ガスの排出の状況、温室効果ガスの排出の抑制に係る目標及び措置その他の事業活動における地球温暖化対策に関する事項を定めた計画書（以下「地球温暖化対策計画書」という。）を作成し、知事に提出しなければならない。

２　前項の規定により地球温暖化対策計画書を提出した者は、当該地球温暖化対策計画書の内容を変更したときは、規則で定めるところにより、変更後の地球温暖化対策計画書を知事に提出しなければならない。

３　知事は、第一項の規定による地球温暖化対策計画書の提出があったとき、又は前項の規定による変更後の地球温暖化対策計画書の提出があったときは、規則で定めるところにより、その内容を公表するものとする。
（地球温暖化対策実施状況報告書の提出）

第九条　前条第一項の規定により地球温暖化対策計画書を提出した者は、規則で定めるところにより、地球温暖化対策計画書（同条第二項の規定により変更後の地球温暖化対策計画書を提出した者にあっては、当該変更後の地球温暖化対策計画書。第十九条及び第二十条において同じ。）に基づく地球温暖化対策の実施の状況を記載した報告書（第十九条及び第二十条において「地球温暖化対策実施状況報告書」という。）を知事に提出しなければならない。
第三章　建築物における地球温暖化対策

第十条　知事は、建築物の新築、増築又は改築を行う者（以下この条において「建築主」という。）がその建築物における温室効果ガスの排出の抑制を図るために必要な事項に関する指針を定め、これを公表しなければならない。これを変更したときも同様とする。

２　建築主は、前項の指針を踏まえ、その建築物における温室効果ガスの排出の抑制を図るよう努めなければならない。

第四章　資源の有効利用
（廃棄物等の発生抑制等）

第十一条　県、事業者及び県民は、温室効果ガスの排出の抑制を図るため、廃棄物等の発生抑制、再使用及び再生利用その他の資源の有効な利用に努めなければならない。

（再生可能エネルギー源の利用）

第十二条　県、事業者及び県民は、温室効果ガスの排出の抑制を図るため、再生可能エネルギー源（太陽光、風力その他の規則で定めるエネルギー源をいう。）の利用に努めなければならない。

第五章　森林の整備及び保全

第十三条　県は、森林の有する二酸化炭素を吸収し、及び固定する機能を確保するため、森林所有者（森林法（昭和二十六年法律第二百四十九号）第二条第二項に規定する森林所有者をいう。）と連携して、森林の整備及び保全に努めなければならない。

第六章　地球温暖化への適応
第十四条　県は、地球温暖化への適応（地球温暖化による影響に適切に対処することをいう。）に関する情報の提供に努めなければならない。
第七章　地球温暖化対策に関する教育及び学習の振興等

（地球温暖化対策に関する教育及び学習の振興等）

第十五条　県は、地球温暖化対策に関する教育及び学習の振興に努めなければならない。

２　事業者は、従業員に対し、地球温暖化対策に関する教育を実施するよう努めなければならない。

３　県民は、地球温暖化対策に関する学習の機会に自主的に参加するよう努めなければならない。

（地球温暖化対策に関する普及啓発）

第十六条　県は、事業者及び県民の地球温暖化対策に関する理解を深めるための普及啓発に努めなければならない。

（催しにおける地球温暖化対策）

第十七条　催しを行おうとする者は、その催しに際し、公共交通機関の利用の促進その他の温室効果ガスの排出の抑制に係る取組を行うよう努めなければならない。

第八章　雑則

（指導及び助言）

第十八条　知事は、この条例の施行に関し必要があると認めるときは、市町等、事業者及び県民の地球温暖化対策について、必要な指導及び助言をすることができる。

（報告等）

第十九条　知事は、この条例の施行に必要な限度において、地球温暖化対策計画書又は地球温暖化対策実施状況報告書を提出した者に対し、報告又は資料の提出を求めることができる。

（勧告）

第二十条　知事は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、期限を定めて、必要な措置を講ずることを勧告することができる。

一　地球温暖化対策計画書を提出しない者

二　地球温暖化対策計画書に虚偽の記載をして提出した者

三　地球温暖化対策実施状況報告書を提出しない者

四　地球温暖化対策実施状況報告書に虚偽の記載をして提出した者

五　前条の規定による報告又は資料を提出しない者

六　前条の規定による報告又は資料に虚偽の記載をして提出した者

（公表）

第二十一条　知事は、前条の規定による勧告を受けた者が正当な理由なく当該勧告に従わなかったときは、規則で定めるところにより、その旨を公表することができる。この場合において、知事は、あらかじめ、当該勧告を受けた者に意見を述べる機会を与えなければならない。
（委任）

第二十二条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。


	三重県地球温暖化対策推進条例施行規則

（平成二十五年三重県規則第八十六号）

（趣旨）

第一条　この規則は、三重県地球温暖化対策推進条例（平成二十五年三重県条例第七十七号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第二条　この規則において使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

（工場等）
第三条　条例第八条第一項の規則で定める温室効果ガスの排出量が相当程度多い工場等は、エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和五十四年法律第四十九号）第十条第一項の規定により指定された第一種エネルギー管理指定工場等及び同法第十三条第一項の規定により指定された第二種エネルギー管理指定工場等とする。

（地球温暖化対策計画書の作成等）
第四条　条例第八条第一項に規定する地球温暖化対策計画書（以下この条及び次条において「地球温暖化対策計画書」という。）は、次に掲げる事項を記載するものとする。

　一　工場等の名称、所在地、業種その他の事業の概要

　二　地球温暖化対策計画（以下単に「計画」という。）の期間

　三　温室効果ガスの排出の状況

　四　エネルギーの使用の状況

　五　温室効果ガスの排出の抑制に係る目標

　六　温室効果ガスの排出の抑制に係る措置

　七　その他知事が必要と定める事項

２　地球温暖化対策計画書は、計画の期間の初年度の七月末日までに、知事に提出するものとする。

３　条例第八条第二項に規定する変更後の地球温暖化対策計画書の提出は、変更があった日の翌日から起算して三十日以内に行うものとする。

（地球温暖化対策計画書の公表）
第五条　条例第八条第三項に規定する公表は、インターネットの利用により行うものとし、地球温暖化対策計画書又は変更後の地球温暖化対策計画書の公表する内容は、次に掲げる事項とする。
　一　工場等の名称、所在地及び業種
　二　計画の期間

　三　温室効果ガスの排出の状況

　四　温室効果ガスの排出の抑制に係る目標

（地球温暖化対策実施状況報告書の提出）
第六条　条例第九条に規定する地球温暖化対策実施状況報告書（次項において「地球温暖化対策実施状況報告書」という。）は、次に掲げる事項を記載するものとする。

　一　工場等の名称及び所在地

　二　温室効果ガスの排出の状況

　三　エネルギーの使用の状況

　四　温室効果ガスの排出を抑制するために行った措置

　五　その他知事が必要と認める事項

２　地球温暖化対策実施状況報告書は、計画の期間中の年度ごとに、当該年度の翌年度の七月末日までに、知事に提出するものとする。
（再生可能エネルギー源）
第七条　条例第十二条の規則で定めるエネルギー源は、次に掲げるものとする。

一　太陽光

二　風力

三　水力

四　バイオマス（動植物に由来する有機物であってエネルギー源として利用することができるもの（原油、石油ガス、可燃性天然ガス及び石炭並びにこれらから製造される製品を除く。）をいう。）

五　太陽熱

（勧告に従わない者の公表）
第八条　条例第二十一条に規定する公表は、三重県公報への登載及びインターネットの利用により行うものとし、公表する内容は、次に掲げる事項とする。
一　勧告を受けた者の氏名及び住所（法人にあってはその名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）
二　勧告の内容及び当該勧告に従わなかった旨

第九条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は、知事が別に定める。
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